
 

 

「教職員の業務を改善し、子どもと向き合う時間の確保・充実 

を図るための総合的な方策」について 

義務教育課 

 

１ 方策策定のねらい 

  確かな学力や豊かな心、たくましい体を児童生徒にはぐくむためには、教職員が児童生徒を第一

に考えて指導・支援する時間（子どもと向き合う時間）を確保・充実させる必要があり、そのため

には教職員の業務の改善を進めることが重要である。そこで、市町村教育委員会や各学校で、「信

州教育の信頼回復に向けた行動計画」にもとづき教職員の業務の改善を進める際の参考となる資料

を作成した。 

 

２ 方策策定の経緯 

（１）ワーキンググループによる検討 

   ・25 年８月より教育委員会内の７課（教育総務、義務、教学、高校、特別支援、スポーツ、 

保健厚生）の職員によるワーキンググループで検討を始める。 

   ・26 年２月までに 10 回の検討を行う。 

 

（２）職員団体との協議会による協議 

   ・25 年８月から職員団体と協議を行う。 

   ・26 年３月までに６回の協議を行う。 

 

（３）市町村教育委員会、各学校への説明、意見集約 

   ・１月下旬 市町村教育委員会連絡会、校長会において素案の提案・説明と意見集約の依頼 

・１月下旬～２月中旬     

各学校、市町村教育委員会において意見集約 

・２月下旬～３月上旬  

県教育委員会において意見の検討、方策への反映 

     

（４）集約された意見の概要 

・意見総数   1,272 件（賛成 45.0%  反対 8.8%  その他要望等 46.2%） 

・意見提出者 

市町村教育委員会  ４５ 教育委員会（ ７７市町村中 58.4％） 

        小中学校     ２５１ 校        （５５６校中 45.1％） 

        高等学校            ５１ 校        （ ８３校中 61.4％） 

特別支援学校          ４ 校        （ １９校中 21.1％） 

各種団体              １  団体 

 

３ 今後の予定 

市町村教育委員会と学校に３月中に本方策を送付し、以下の依頼を行う。 

    ・本方策について、年度当初に教職員に周知する。 

・平成 26 年４月より、エクセルシート等を使用して、教職員一人一人の勤務時間を把握し、教 

職員の勤務実態をつかんだ上で改善計画を立て、業務改善を進める。 






































































































